
 

京の森林文化保全継承事業実施要領 

 

 

第１ 趣旨 

この要領は、京の森林文化保全継承事業（以下「事業」という。）について、補助金等の交

付に関する規則（昭和 35年京都府規則第 23号。以下「規則」という。）及び豊かな森を育て

る府民税及び森林環境譲与税関係事業補助金交付要綱（平成 28 年京都府告示第 335 号。以下

「要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 事業実施主体 

事業実施主体は、地域の自治活動を行う団体又は森林等を保全する活動を行う団体とする。 

 

第３ 対象事業 

対象事業は、府内において行う次に掲げる取組で、知事が事業の趣旨に合致すると認めたも

のとする。 

 ①神社、仏閣などの歴史的遺産と一体となって、地域で大切に守られてきた森林の保全   

事業  

 ②古道や山城跡などの文化遺産や伝説・伝承の舞台となった森林の保全事業 

 ③府内の伝統行事に用いられる植物を育成するための森林の保全事業 

 ④府内の伝統産業の素材に用いられる植物を育成するための森林の保全事業 

 ⑤府内の文化財の修理などに用いられる植物を育成するための森林の保全事業 

⑥地域のシンボルとして親しまれている名木や古木など樹木の保全事業 

 

第４ 補助金の額 

 補助金の額は１００万円を上限とし、千円未満の端数を切り捨てた額とする。 

なお、同一補助事業に対して、事業年度から起算して５箇年において、交付した補助金の合

計額が上限額の１００万円に達した場合は、以降の補助金の交付は行わない。 

 

第５ 補助対象経費 

事業の補助の対象となる経費は、事業を実施するために必要な賃金、報償費、旅費、需用費

（食糧費を除く。）、役務費、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、原材料費及び備品購

入費（汎用性のあるものを除く。）とする。ただし、補助事業者の運営に係る経常的な経費や

個人給付的な経費、用地取得に要する経費のほか、知事が別に定める経費は対象外とする。 

 

第６ 事業計画書の提出 

 事業を実施しようとする者は、知事が別に定める期間までに、別記第１号様式による事業計

画書を知事に提出するものとする。 

 

第７ 事業実施候補者の決定 

 知事は、第６により提出のあった事業計画書の審査を行い、特にその効果が高いと見込まれ

る事業について採択することとし、採択の結果について通知するものとする。 

 

第８ 交付申請書 

要綱第４条に規定する申請書は、別記第２号様式によるものとする。 

 

第９ 変更承認申請書 

要綱第５条に規定する承認に係る申請書は、別記第３号様式によるものとする。 

 

第 10 軽微な変更 

 要綱第５条に規定する軽微な変更は、事業内容の変更を伴わないものであって、補助対象経

費の増額又は３０パーセント以内の減額とする。 



 
 

第 11 事業の着手 

補助事業者は、補助金の交付決定がされた後でなければ事業に着手してはならない。ただし、

やむを得ない事由により交付決定前に対象事業に着手する必要がある場合には、別に定める交

付決定前着手届をあらかじめ知事に提出し、事業に着手することができる。 

この場合、交付決定通知を受けるまでに生じたあらゆる損失等は自らの責任となること、交

付決定を受けた額が交付申請額に達しない場合があること及び着手から交付決定を受けるまで

の期間内において計画変更を行わないことを了知の上で事業に着手するものとする。 

 

第 12 実績報告書 

 要綱第６条に規定する実績報告書は、別記第４号様式によるものとし、事業実施報告書、事

業収支決算書、事業状況写真、対象経費を支払ったことが分かる資料、その他知事が必要とす

る書類を添え、事業完了後遅滞なく知事に提出しなければならない。 

 

第 13 検査 

 知事は、事業完了後に提出された実績報告書、関係書類及び事業状況写真等に基づいて、書

類検査及び必要に応じて現地検査により完了検査を行うものとする。 

 

第 14 書類の提出等 

 補助事業者が知事に提出する書類の部数は２部とし、事業実施地域を所管する広域振興局の

長（京都市、向日市、長岡京市及び乙訓郡大山崎町にあっては京都林務事務所長）を経由する

ものとする。 

 

第 15 書類の整備 

 補助事業者は、補助金に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、その証拠となる書

類を整理し、かつ、これら書類を当該事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存し

なければならない。 

 

第 16 財産の管理及び処分 

 補助事業者は、補助対象事業が完了した後も補助対象事業により取得し、又は効用が増加し

た財産（以下「取得財産」という。）について、知事が別に定める様式により台帳を設け、そ

の保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的

に従って効率的運用を図らなければならない。 

２ 規則第 19 条ただし書に規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数とする。 

３ 規則第 19 条第２号に規定する知事が別に定める財産は、取得価格又は効用増加価格が 50

万円以上のものとする。 

４ 知事は、規則第 19条の承認を受けた補助事業者に対し、当該承認に係る取得財産等の処分

により収入があったときは、その収入の全部又は一部を府に納付させることができる。 

 

第 17 森林環境譲与税のＰＲ 

 補助事業者は、事業の実施において、森林環境譲与税の活用に係るＰＲ活動を計画するもの

とする。 

 

第 18 その他 

 この要領に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

 

様式（略） 


